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１．背景と目的 

近年，多くの企業により CSR 活動が行われている．環境問題の深刻化により，企業が環

境・CSR（ECSR）の活動を行う動機について議論する必要があり，また，それを踏まえて，

環境政策として環境税のあり方をどうするべきかについても議論することが必要である．

本稿では，このような背景により，企業が環境・CSR 活動を行うか否かについて選択する

状況に注目して，最適な環境税のあり方について理論的に考察する． 

 CSRと環境税に関して議論を行っている近年の理論的研究に，Leal et al. (2019)，Fukuda 

and Ouchida (2020)，Xu et al. (2022)がある．Leal et al. (2019)では，企業が消費者余剰を考慮

する CSR 活動を行う状況を想定して，環境税の超過負担に注目し，環境税率の決定や排出

権取引について理論的に分析している．Fukuda and Ouchida (2020)では，独占市場において，

企業が消費者余剰と環境ダメージの両方を考慮する CSR 活動を行う状況を想定して，環境

税率の政策決定に関する時間的不整合性に注目して，CSR 活動が社会厚生や環境にどのよ

うな影響を及ぼすかについて分析されている．Leal et al. (2019)や Fukuda and Ouchida (2020)

では，CSR 活動に関しては外生変数として分析が行われている．Xu et al. (2022)では，政府

の環境税率の決定と企業の ECSR 活動の水準の決定について政策決定のタイミングの違い

に注目して分析されている．これらの先行研究では，CSR 企業の社会的評価に関する要素

を取り入れた議論は行われていない． 

 本稿は，主に Fukuda and Ouchida (2020)を参考にして，ECSR の社会的評価を想定して，

企業が ECSR 活動を戦略的に決定する状況における政府の環境税率の決定について分析を

行い，最適環境税率の特徴について明らかにする． 

 

２．分析方法 

本稿では，独占市場において，汚染排出企業が ECSR 活動を行う状況および ECSR 活動

を行うと企業の社会的評価が上がる状況を想定して，政府が企業の汚染排出に対して環境

税を課す状況を想定する．政府が，まず，環境税率を決定し，次に，企業が ECSR 活動を

行うか否かを決定する．その後，企業が汚染排出の削減量を決定し，財の生産量を決定す

るタイミングのゲームを想定して，部分ゲーム完全均衡の概念を用いて理論的分析を行う． 

 

３．結果 

(1) ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程度よりも大きい（小さい）と
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きは，限界環境ダメージの程度が大きくなると，最適な環境税率は低下（上昇）する． 

(2) ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程度よりも大きい（小さい）と

き，均衡においては，政府は ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの

程度よりも大きい（小さい）場合の最適な環境税率を課し，企業は ECSR を行う（行

わない）ことに決定する． 

(3) ECSR の限界的社会的評価の程度が相対的に十分大きいときは，ECSR の限界的社会的

評価の程度が限界環境ダメージの程度よりも大きい場合の最適な環境税率は，ECSR

の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程度よりも小さい場合の最適な環境

税率よりも高い水準となる． 

 

４．考察 

(1)の解釈については，ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程度より

も大きい場合は，限界環境ダメージの程度が増加すると，課税の限界消費者余剰は増大し，

限界的に環境ダメージが低下する程度も増大するが，限界収入は減少する．課税の限界収

入減少の効果が相対的に大きいため，限界環境ダメージの程度が増大すると，最適な環境

税率は低下すると考えられる．ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程

度よりも小さい場合は，限界環境ダメージの程度が増大すると，課税により限界的に環境

ダメージが低下する効果が大きくなる．したがって，限界環境ダメージの程度が増大する

と，最適な環境税率は上昇すると考えられる． 

(2)の結果については，ECSR の限界的評価の程度が限界環境ダメージの程度よりも大き

い（小さい）場合，ECSR を行うことによる限界収入が限界環境ダメージを上回るので，

企業が ECSR活動を行う（行わない）戦略に決定することに起因している． 

(3)の結果については，ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程度より

も大きい場合の最適環境税率は，ECSR の限界的社会的評価の程度の増加関数となってい

るのに対して，ECSR の限界的社会的評価の程度が限界環境ダメージの程度よりも小さい

場合の最適環境税率は，ECSR の限界的社会的評価の程度には依存しないことに起因して

いると考えられる． 
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